
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 3年度 事 業 報 告 書

儘聾饉□二襲型Ш饉」型型並

1 事業の成果

1)練馬区主催による障害者パソコン教室および継続サポー ト事業を実施し、下記の成果を得た。

・ IT機器の操作の習熟により、迅速な情報の取得やコミュニケーションの促進が図られた。

・ パソコン教室と継続サポー トを連続して実施し、操作や学習内容の習得が高められた。

2)練馬区立光が丘障害者地域生活支援センターすてっぷにパソコン教室の講師を派遣し、下記の

成果を得た。

・パソコン操作の学習を通して知的障害者との交流を図るとともに、自立への支援を担った。

・他機関との協働の仕組みが確立でき、適切な情報交換が図れた。

・教室実施が好評で参加者が多いため、すてっぷの要請により年間 6回の予定だったが、新型コ

ロナウィルス感染防止の緊急事態宣言期間中のため、8月 は中止となり5回の実施となった。

3)練馬区主催による障害者の IT支援ボランティア養成講座事業を実施し、下記の成果を得た。

・参加者に対し、 IT支援ボランティアの内容への理解を深め、障害者サポー ト活動参加への動

機提供となった。

・障害に対する配慮点、コミュニケーションの重要性などの注意点についての理解を深めた。

4)会員向けパソコンボランティア養成講座を実施し、下記の成果を得た。

・知的障害および肢体不自由に関しての学習を行い、理解を深めた。

・視覚障害に関しての学習を行い、理解を深めた。外部講師による講習では、視覚障害者用 IT
機器の紹介や操作、支援方法を学習し、新規の支援に備えた。

・初めてのプログラミング講座で、学習の幅を広げた。

・支援に必須である個人情報の取り扱いの確認と内容の浸透を図った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【784】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者

数

受益
対象者
範囲

受益
者数

事業費
(千円)

教育訓練事業
及び育成事業

練馬区主催の初心者向け
障害者パソコン教室を実
施 した。

6/14

10/11

練馬区中村
橋福祉ケア
センター

82名
練馬区在
住の障害
者

15名 259

障害者パソコン教室受講
者を対象に、継続サポー

トを実施 した。

7/18～

11/15

練馬区中村
橋福祉ケア
センター

76名
練馬区在
住の障害
者

43名 117



贅暮警銹事羹

練馬区及び近隣の障害者
を対象に個別訪問サポー

トを実施 した。
通年

練馬区障害
者宅

30名
練馬区在
住の障害
者

16名 56

すてっぷのパソコン教室
事業に講師を派遣した。

4/24

6/26

10/23

12/25

2/26

練馬区光が
丘障害者地
域生活支援
センター

26名
練馬区在
住の障害
者

36名 60

練馬区主催の障害者への
IT支援を行 うボランテ

ィアの養成講座を実施 し
た。

7′/17

11/14

練馬区中村
橋福祉ケア
センター

24名 練馬区区
民

9名 223

会員の知識向上、情報交
換のための講座を実施 し
た。

4/10

9/11

12/11

3ノ
′
12

練馬区中村
橋福祉ケア
センター

8名 会員 35名 13

普及及び啓発
事業

練馬つながるフェスタ
2022に参加 した。
・パネル展
。つながる動画 2022

1/12

～1/30

南田中図書
館ほか

3名 練馬区区
民

2

パソボラ AtoZ第 5版制
作

7/1～

3/31
各自宅 4名

パソコン
ボランテ
ィアに関
心のある
人や団体
及び会員

30

パソボラ AtoZ第 4版配
布

通年 事務局 1名

パソコン
ボランテ

ィアに関
心のある
人や団体
及び会員

38名 24

ホームページや練馬区ボ
ランティア・市民活動情
報誌「ぽけっと」で情報
の発信を行った。

通年 事務局 4名

サポー ト
希望者及
てリウ ソヾコ

ンボラン

ティアに

関心のあ

る人

0

※ 昨年度に続き新型コロナウィルス禍年度であり、事業の実施については、手・机・椅子・IT機器な

どの消毒、検温、マスクの徹底などの感染対策を行い、Zoomで も実施 した。

(2)そ の他事業

該当事業なし



書式第 13号 (法第28条関係)

令和3年度 活動計算書 (その他事業がZttι主場合)

特定非'

事 業 報 告 用

利盾働熾

“

そほらん

科 日 金  ロ 小計・合計

187.500

0

:87.5010

24,369
24.311

992.127

19.200

:・ 011.327

【A

饉 常 収 菫 針

0 その他の収菫

受取利t 30

30

:.223.220

380.000
300,0(H0

18,870

90.519

1.210

152.431

11,800

3.246

10,222

600

12,000

020

24.320

45,298

30.570

404.442

734.442

100.000

1∞,000

0

3.102

60,641

25,716

7,038

24,179

1,609

32.970

:56.025

250.026

【E

饉 籠 ■ 月 |+ l.040.407

当 期 経 常 増
=口

【A卜 吐 」・ 0 102.750

饉 常 外 収 菫 計 0

ほ 常 外 費 用 計 0

饉
"経

常 外 増

"饉
【C】 ― 【0】 … ・②

182.761

l:3.300

3.046.700

嘲 口 餞 工 暉 _■ ■ _■_Ω」畦Ω=___

税

3.1:5.050

1 曼取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2 ■取書‖全

受取書附全

口EIIrrコ

4 事■収●

教育副棟事業及び育成事業収益

(1)人件費

給料手当

(2)その他●■

会●■

旅費交通費

通信運搬費

パソコンソフト●

教材費

消耗品費

印刷製本費

租税公熙

略晰金

支払手数料

冊子原価

研修費

(1)人件■

給料手当

(2)

会●■

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

印刷製ホ費

支払手数料

図書研修■

法人税、住民

`,及

び事業税 ・・・④



書式第 15号 (法第28条関係)

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人●■ばそばらん

科 目 金  額 小
=卜

・ 合計

3,287,114

71,800

3,358,014

上」ユ ニ望

ｎ

）

【A】 費 塵 の 部

【A】 資 産 合 計 ①+② 4

129,455

113,800

243.255

__ヱ」2壺

＾
リ

Ａ
Ｖ

【B― の

負 債 合 針 OtΩ 243,_255

3,046,700

68,959

【B_-2

正 味 財 庄 合 計 3,1:5,650

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +い -2】 3.358.914

ロ

(1)有静固定資産

(2)無静固定資産

(3)投資その他の資底

現金預金

棚卸資産

未払金

未払法人税等

2

正



16 Ｏ
Ｏ

令和3年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ぱそぼらん

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2olo年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 WO法人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によつています。

(2)固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引 当金の計上基準

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(。 )消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

教育訓藤

育成事業
科 目 普及啓発事業 管理部門事業部門計 合計

992,127 19,200 1,011,327

30

187,500

24,369

187,500

24,369

0

1,011,327

30

992.127 19,200 1,011,327 211,899 上2型 ,226

350.000 30.000 380,000 100,000 480,000

350,000 30.000 100.000380,000 480,000

18,870

90,519

1,210

150,782

11,830

■246

13,222

12,000

45,298

320

600

30,576

32.970

3,102

60,641

25,736

7,888

1,509

24,179

1,649

24,320

18,870

90,519

1,210

152,431

11,830

3,246

13,222

12,000

45,298

320

600

24,320

30,576

18,870

93,621

61,851

152,431

11,830

28,982

21,110

12,000

46,807

24,499

600

24,320

30,576

32.970

378.473 25,969 404.442 156,025 560 467

728,473 55,969 784.442 256,025 lLQ40,467

263.654 △ 36,769 226,885 △ 44,126 182.759

1 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

人件費計
(2)その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費
パソコンソフト等

教材費

消耗品費

印刷製本費

諸謝金

図書研修費

支払手数料

租税公課

冊子原価

感染症対策費

損害保険料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和 3年度 財産目録
特定非営利活動法人鰊属ばそぼらん

且
白
日 金  額 小  計 合  計

【A】 費 産 の

“

6,246

2,766,373

514,495

3,287,114

3,358,914

71,800

71,800

3,358,914

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 3.358.914

【

129,455

129,455

243.255

113,800 113,800

243,255

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 243.255

【8-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】 3.115.659

現金預金

手元現金

三菱UFJ銀行 普通預金

ゆうちょ銀行 普通預金

欄卸資産

冊子・パソボラAtoZ

(1)有静口定壼産

日

(3)像資その他の費産

未払法人税等

未払金

(株 )ジェーシービー

η



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (m事■年産において役■であったことがある全員の氏名及び住所又は嬌所土
びにこれらの者についての前事■年度における報醐の有彙を記●した名簿)

特,非営利活動法人敏罵ぱそばらん

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係〉

2 役員―覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 監事

オオスミ  ミチコ 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年   月   日

年   月   日大隅 美智子

2 監 事

fi, ,=Y,a 令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年   月   日横田 邦彦

3 監事

ナカ・シマ  モトアキ 令和 3年

令和 4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日長嶋 基明

4 監 事

ナカシ
°マ  ツネコ 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年  月 日

日年 月中嶋 恒子

5 理 事

シモヤマ  ヒテユ゙キ 令和 3年

令和4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年下山 秀之

6 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

7 理事 .監事

年  月  日

年   月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年  月

9 理事・監事

年  月  日

年   月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年 月

口日

日ロ



書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 〈社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人」:屋i出 _________

氏   名

1 手塚 俊雄

2 岡本 泰輔

3 下山 秀之

4 長嶋 基明

5 大隅 美智子

6 福新 哲也

7 木村 有紀子

8 横田 邦彦

9 濱田 次朗

10 西岡 恭史

11 以下余自

12


